
物 品 売 買 契 約 書（案）

令和２年１２月 日

甲 契約担当者 秋田県立秋田北高等学校

校 長 木浪 恒二

乙 契 約 者

住 所

商 号

氏 名

次の物件売買について、契約担当者 秋田県立秋田北高等学校 校長 木浪恒二 を甲とし、契

約者 を乙として次の条項により契約を締結する。

この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。

（総 則）

第１条 契約金額、物件名及び数量等は次のとおりとする。

（１）契約金額 円

（うち取引に係る消費税額及び地方消費税額 円）

（２）物件名、規格・品質等

物 件 名 規格・品質 数 単 単 価 金 額 適 要

冷暖房用 別紙仕様書の 取付工事費含
エアコン１３台 とおり

13 台 円 円
む

（３）納入期限 令和３年３月３１日（水）

（４）納入場所 秋田県立秋田北高等学校

（５）契約保証金 ￥ 円

（免除の場合）秋田県財務規則第１７８条第 号により免除

（秘密の保持）

第２条 乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（納入及び検査）

第３条 乙は、物品を納入しようとするときは、その旨を甲に通知しなければならない。

２ 甲は、前項の通知を受けたときは直ちに検査を行い、検査に合格したものについては、その

引渡しを受けるものとする。

３ 乙は、前項の検査において不合格となった場合は、すみやかに代品と取り替えて再検査を受

けなければならない。この場合においては、前２項の規定を準用する。



（中間検査）

第４条 甲は、必要があるときは中間検査を行い、又は、納入計画その他必要と認める事項につ

いて、乙の報告を求めることができる。

（代金の支払）

第５条 甲は、物品の引き渡しを受けた後、乙の適法な支払請求書を受理したときは、その日か

ら起算して３０日以内に支払わなければならない。

（危険負担）

第６条 第２条の引き渡し前に生じた物品についての損害は、乙の負担とする。ただし、甲の責

に帰すべき理由による場合は、甲の負担とする。

（契約不適合責任）

第７条 乙は、納入した物品に種類、品質または数量に関して契約の内容に適合しない状態（以

下、「契約不適合」という。）があるときはその修補、代替物の引渡しによる履行の追完また

はこれに代えて若しくは併せて損害賠償の責めを負うものとする。ただし、甲の指示により生

じたものであるときは、この限りでない。

２ 乙が前項に規定する履行の追完に応じないときは、甲は、相当の期間を定めて履行の追完を

催告し、その期間内に履行の追完がないときは、その契約不適合の程度に応じて代金の減額を

請求することができる。

３ 前２項の場合において、甲がその契約不適合を知った時から１年以内にその旨を乙に通知し

ないときは、甲は、前２項の請求をすることができない。ただし、乙が引き渡しの時にその不

適合を知り、又は重大な過失によって知らなかった時は、この限りではない。

（契約内容の変更等）

第８条 甲は、必要があるときは、契約の内容を変更し、又は物品の全部若しくは一部の納入を

一時中止することができる。この場合において、納入期限または契約金額を変更する必要があ

る時は、甲乙協議して書面をもって定めるものとする。

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。

この場合における賠償額は、甲乙協議して定めるものとする。

（納入期限の延長）

第９条 甲は、次の各号の一に該当すると認められる時は、納入期限を延長することができる。

（１）乙が天災その他不可抗力による理由により、納入期限内に契約を履行することができな

いとき。

（２）乙の責に帰する理由により、納入期限内に契約を履行することができないとき。

２ 前項各号の場合においては、乙は甲に対し遅滞なくその理由を付した書面により、納入期限

内にその延長を求めなければならない。

３ 納入期限の延長日数は、書面をもって定めるものとする。

（履行遅滞）

第１０条 甲が、前条第１項第２号の規定により、納入期限の延長を承認したときは、乙は規定

の納入期限の翌日から納入の日までの日数（検査に要した日数を除く。）に応じ、次の式によ

り起算して得た額を、違約金として甲に支払わなければならない。

なお、納入期限の延長は、書面をもって定めるものとする。



遅滞日数×２．６パーセント
契約金額（分納した場合は、遅滞に係る額）×

３６５

（権利又は義務の譲渡等）

第１１条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、甲の承認を得た場合は、この限りでない。

（契約の解除）

第１２条 甲は、次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約を解除することができる。

この場合において、乙は、解除により生じた損害の賠償を請求することができない。

（１）乙の責に帰する理由により乙が期限内に契約を履行しないとき、又は履行する見込みが

ないと認められるとき。

（２）乙がこの契約の条項に違反したとき。

（３）乙から契約解除の申出があったとき。

（４）役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員

をいう。以下この条において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する

暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第１号に該当する場合とみなす。

（１）乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）

の規定により選任された破産管財人

（２）乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第15

4号）の規定により選任された管財人

（３）乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律225

号）の規定により選任された再生債務者等

３ 乙は、第１項の規定により契約が解除されたときは、契約金額の１００分の１０に相当する

額を違約金として甲に支払わなければならない。この場合において、乙がすでに納入した物品

があるときは、乙は、契約金額からすでに納入した物品の数量に単価を乗じて得た金額を控除

した金額の１００分の１０に相当する額を違約金として甲に支払わなければならない。

（費用の負担）

第１３条 物品の納入及び検査に要する費用（不合格品の引き取りに要する費用を含む。）はす

べて、乙の負担とする。

（契約保証金の返還）

第１４条 甲は、乙がこの契約の全部について履行したときは、契約保証金を返還する。

（費用の負担）

第１５条 物品の納入および検査に要する費用（不合格品の引き取りに要する費用を含む。）

は、すべて乙の負担とする。

（個人情報の保護）

第１６条 乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取り扱いについては、別記

「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（その他）

第１７条 この契約について定めのない事項については、必要に応じ、甲乙協議して定めるもの

とする。



個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約の業務の実施にあたっては個人の

権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取り扱いを適正に行わなければならな

い。

（秘密の保持）

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはなら

ない。この契約による業務が終了し、又はこの契約が解除された後においても同様とす

る。

（収集の制限）

第３ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成する

ために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

（適正管理）

第４ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（目的外利用及び提供の禁止）

第５ 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個

人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。

（複写又は複製の禁止）

第６ 乙は、甲の承認あるときを除き、この契約の業務を処理する為に甲から引き渡された

個人情報が記録された資料等を複写し、複製し、又はこれらに類する行為をしてはならない。

（再委託の禁止）

第７ 乙は、この契約による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、甲の

承認があるときを除き、第三者にその取り扱いを委託又はこれに類する行為をしてはな

らない。

（資料等の返還等）

第８ 乙は、この契約を処理するために甲から引き渡され、又は乙自らが収集し、若しくは

作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡す

ものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。

（従事者への周知）

第９ 乙は、この契約に従事している者に対して、在職中及び退職後においてもその業務に

関して知り得た個人情報をみだりに漏らしてはならないこと、又は不当な目的に使用し

てはならないこと、その他個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。

（実地調査）

第10 甲は、必要があると認めたときは、乙がこの契約による業務の執行にあたり取り扱っ

ている個人情報の状況について、随時実地に調査することができる。

（事故発生時における報告）

第11 乙は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったと

きは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。


